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自己紹介 

氏名  山尾 泰（やまお やすし） 

所属  電気通信大学ＡＷＣＣ（先端ワイヤレスコミュニ
  ケーション研究センター） センター長・教授 

着任日 ２００５年１２月１日 

前職  NTTドコモ 無線システム開発部長 

専門  移動通信システム、無線回路、無線ネットワーク 

研究室 Web http://www.awcc.uec.ac.jp/yamaolab/ 

学生へのメッセージ； Never Give Up! Try Another Way 
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http://www.awcc.uec.ac.jp/yamaolab


過去 



電気通信大学と無線通信 

1918年12月8日 社団法人電信協会 

      「無線電信講習所」創設 

      モールス信号で通信を行う 

      無線通信士を養成 

2005年4月  

先端ワイヤレスコミュニケーション

研究センター （AWCC） 発足 

1949年5月31日 国立学校設置法 

   施行により電気通信大学設置  
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教授 ４名（兼務含む） 
准教授 １名 

助教 １名（４月より） 
所属学生数 約１００名 



電波の通信への応用 
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1895年 ポポフの野外公開実験 (＞250ｍ) 

1896年 マルコーニの公開実験 (12kｍ) 

 と無線電信会社の設立  

グリエルモ・マルコーニ（Guglielmo Marconi） 

1901年 大西洋横断実験成功 

日本では 

1897年 逓信省内に無線電信 

  開発部設置 

1898年 実用無線電信機を公開 

参考文献：小池明「日本海海戦と三六式無線電信機 

1905年 日本海海戦で実戦に使用 

写真はWikipedia 

等をご覧ください。 
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1905 - 日本海海戦における 

三六式無線電信機の運用 

記念艦三笠説明図 
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三笠の無線電信室（復元状態） 

印字機 

記念艦三笠 

水銀開閉器（電動） インダクションコイル 

と火花間隙 受信機 

送受信切替 

開閉機 

電鍵 



三六式無線電信機（1902年） 
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記念艦三笠説明図 記念艦三笠説明図 



1965 1975 1985 1995 2005

移動通信の歴史（40年前～現在） 
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1億 

2012年 
2月末 現在 

携帯電話 
12,289万人  

（人口普及率 
  96％） 
このうちイン
ターネット接続
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10,173万人  
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デジタル 
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（IMT-2000） 

2001.7 

船舶電話 
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携帯電話 
ｻｰﾋﾞｽ開始 

1985.9 



電波を操る難しさ ＝ 時変確率現象 
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多重波伝搬(マルチパス) 電波間の干渉 

電波を使うシステムは格段の進歩を遂げたが、 

その根本を支配する現象は全く変わってはいない 



現在 



世界のブロードバンドサービスの普及状況 
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ブロードバンドといえばワイヤレスというのが世界の趨勢 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 

地域 

普
及
率

 （
%
） 



携帯電話サービスの普及状況 
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２０１１年２月における全世界の加入者総数は５３億 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 
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３Gサービスの普及状況 
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世界における３G携帯電話サービスの総加入者数は１２億 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 
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３Gサービスの国別普及状況 
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３G比率は日本、韓国、スペインが高い 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 

年 



スマートフォンの端末販売に占める比率 
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年 

販
売
比
率

 

スマートフォンの販売比率は各国とも高い伸びを示す 

２０１０年の世界での台数は５億３６００万台で年率32%の増加 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 



スマートフォンのデータトラヒックの爆発 

17 

スマートフォンの台数増加に加えて、１台あたり送受信 

データトラヒックが突出（一般端末の24倍） 

UMTS Forum/IDATE Report on Mobile Traffic forecasts 2010-2020 

スマートフォンの月間データ送受信量は1~2 GByte（2010） 

Country Time  Mobile Broadband Traffic per Day   

Sweden  2009  61 MB/subscriber (average of private and corporate)  

Finland  2H/2009  61 MB/subscription   

Denmark  2H/2009  43 MB/subscription   

Austria  Q4/2009  42 MB/subscription   

Ireland  Q1/2010  42 MB/customer (average btw business and residential)  

Iceland  2H/2009  31 MB   

Slovak  n/a  15 MB/subscriber   

Germany  2009  4.8MB/UMTS user (*as a response to Q2)   

Netherlands  2H/2009  2.5MB/connection   

Malta  1Q/2010  0.5MB/subscriber   



Machine-To-Machine （M2M）通信端末数 
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２０１０年末のM2M端末数は５３００万モジュール 

年率33%で増加 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 
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日本での最近の状況 
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Smart Phone によるデータ系トラヒックの爆発 

各社ともNW設備の増強と3.9世代方式の展開を前倒し 

当面は公衆無線LANへのデータオフロードで 

トラヒックを分散して吸収 

既に一定の情報量を超えたユーザの速度を制限 

-激甚災害を受けた地域以外においても通信の広域輻輳が発生 

定額料金制度の見直しは必至 

東日本大震災による広域・長時間の通信障害と輻輳の発生 

-大規模災害はあらゆる通信設備インフラの機能を停止させた 

 特に電源供給停止の影響が大 

公衆系通信インフラの限界 → 過度の依存は危険分散上問題 



モバイルデータトラヒックの予測 
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予測の平均は２年で約２.５倍強 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 

年 



携帯電話ネットワーク上のデータトラヒック 
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実際のトラヒックは2005年の予測の約２倍 

ITU-R, REP-M.2243-2011より引用 

年 

（２００５） 

10年で10倍の傾斜 

10年で数百倍の傾斜 



Forecasted Traffic (slide from 3G Wireless 2001) 

Multimedia traffic will dominate after 2010. 
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東日本大震災による通信インフラの被害 

-固定通信設備の罹災状況- 

（NTT東日本公開データより抜粋） 

機能停止ビル： 物理的被害のほか電源供給停止を含む 
23 



固定通信設備の復旧状況 

（NTT東日本公開データより抜粋） 復旧には１ケ月以上必要 24 



（NTT東日本公開データより抜粋） 
25 



固定通信設備に比べると復旧ペースは早かったが、それでも２週間は必要 

総務省：大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会資料より引用 26 



社会インフラ機能を早期あるいは臨時に 
回復するためには (1) 
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既存インフラはエネルギー依存度が高いので、エネルギーの確保

が課題  

通信インフラのエネルギー消費は、送受信される情報量に比例 

【エネルギー面から】 

新たなエネルギーの発生手段・配送手段・貯蔵手段と 

これらを支える政策が必要 

② 多くの人が共通に必要とするブロードバンド情報は、ブロード 

  キャスト無線通信方式によって効率良く送られるべき 

① 大規模災害時には省エネルギーのナローバンドシステムが有効 

ユニキャストとブロードキャストを使い分けできる無線通信 

方式が望ましい 



社会インフラ機能を早期あるいは臨時に 
回復するためには（2） 
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被災地では必要な人、モノ、情報が絶対的に不足すると共に、 

これらの流通がSTOPして、局所的な不足や非効率が発生 

【エネルギー以外の面では】 

人、モノ、情報の流通は相互に独立ではなく、互いに関連してい

ることも多い 例えば 

 １）人が多く集まる避難所にはモノと情報が必要 

 ２）復旧作業には人、モノ、情報の投入が必要 

人、モノ、情報の流通はこれまで、独立に扱われてきたが、 

これらの流通を互いに関連づけることができるのではないか？ 

その場合、共に位置情報への関連付けが必須であろう 



情報途絶は死活問題 
通信環境の危険分散を図るためには 
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情報の取得は生存と経済活動に必要欠くべからざるもの 

通信環境を既存の公衆インフラのみに依存することは、危険分散

の面から十分ではないことが今回の経験で判明した。 

最低限の速度（＜100kbps）を担保できる臨時回線、 

この回線で対応できる”軽い”制御・情報処理システム、 

臨時用の柔軟な周波数割当原則と運用方法の確立 

通信システムを個別に準備することは、平時の周波数利用や設備

コストから困難が伴うが、必要最低限の通信帯域 をそれぞれの

機関がどうやって確保するかを考える必要がある。 

“ワイヤレスネットワーク for サバイバル” 



第２世代携帯の  アプリ （2001年） 

30 

プログラムサイズ: 10 Kbyte 

第２世代携帯のパケット通信能力は僅かに28.8kbpsであり、最初

のアプリサイズは10Kbyteに制限されていた。 

しかしながら、これでも十分楽しく、
実用性があった。 

2,600 Kbyte 

得られる感動は決してアプリサイズに 

比例しない 

アプリの 
サイズは 

 ２６０倍！ 



ご清聴ありがとうございました。 
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